
第一五四回

閣第二八号

　　　自転車競技法及び小型自動車競走法の一部を改正する法律案

　（自転車競技法の一部改正）

第一条　自転車競技法（昭和二十三年法律第二百九号）の一部を次のように改正する。

　　第十条第一項中「左の各号に」を「次に」に改め、同項の次に次の一項を加える。

　　　前項の規定による交付金は、競輪の開催ごとに、その終了した日から三十日を超

えない範囲内において経済産業省令で定める期間内に交付しなければならない。

　　第十条の次に次の五条を加える。

　第十条の二　競輪施行者は、次の各号のいずれにも該当することにより前条第一項第

一号又は第二号の規定による交付金（以下この条から第十条の四まで及び第十条の

六において単に「交付金」という。）の交付を前条第二項に規定する期間内に行う

ことが著しく困難なときは、同項の規定にかかわらず、当該交付金の交付の期限を

延長することができる。

　　一　その競輪の事業の収支が著しく不均衡な状況にあり、又は著しく不均衡な状況

となることが確実であると見込まれること。

　　二　その競輪の事業の収支が著しく不均衡な状況が引き続き一年以上で経済産業省

令で定める期間継続することが見込まれること。

　　　前項の場合において、当該交付金の交付の期限を延長しようとする競輪施行者は、

経済産業省令で定めるところにより、次に掲げる事項を記載した書類を添付して、

あらかじめ、経済産業大臣に協議し、その同意を得なければならない。

　　一　その交付の期限の延長をしようとする措置を講ずる期間（以下「特例期間」と

いう。）

　　二　特例期間においてその交付の期限の延長をしようとする交付金の額の見込み

　　三　前号の交付金の延長後の交付の期限（以下「特例期限」という。）

　　四　その他経済産業省令で定める事項

　　　特例期間は、三年を超えることができないものとし、特例期限は、特例期間の終

了の日の翌日から起算して十年を超えることができないものとする。

　　　第二項の規定による協議をしようとする競輪施行者は、経済産業省令で定めると

ころにより、その競輪の事業の収支の状況及びその改善に必要な方策その他の経済

産業省令で定める事項を定めた事業収支改善計画を作成し、当該競輪施行者の議会

の議決を経て、経済産業大臣に提出しなければならない。

　第十条の三　経済産業大臣は、前条第二項の協議があつた場合において、次の各号の

いずれにも該当する場合に限り、同項の同意をするものとする。

　　一　その競輪の事業の収支が前条第一項各号のいずれにも該当すること。

　　二　事業収支改善計画の確実な履行を通じて、特例期間の終了後における競輪の事



業の収支の改善及びこれによる交付金の安定的な交付が見込まれること。

　　　経済産業大臣は、前条第二項の規定による同意をしようとするときは、あらかじ

め、産業構造審議会の意見を聴かなければならない。

　　　経済産業大臣は、前条第二項の規定による同意をしたときは、遅滞なく、日本自

転車振興会に通知するものとする。

　第十条の四　競輪施行者は、第十条の二の規定により交付金の交付の期限を延長して

もなお特例期限内に当該交付金を交付することが著しく困難なときは、特例期間内

において、当該交付金の特例期限を更に延長することができる。この場合において

は、延長後の期限は、特例期限の翌日から起算して三年を超えない範囲内で定めな

ければならない。

　　　第十条の二第二項及び第四項並びに前条の規定は、前項の期限の延長について準

用する。

　第十条の五　第十条の二第二項（前条第二項において準用する場合を含む。）の規定

による同意を得た競輪施行者は、当該同意に係る事業収支改善計画に従つて競輪の

事業を実施しなければならない。

　第十条の六　競輪施行者は、第十条の二又は第十条の四の規定により交付金の交付の

期限を延長した場合において、なお特例期限（同条の規定により特例期限を延長し

た場合にあつては、その延長後のもの。以下同じ。）内に当該期限の延長の対象と

なつている交付金（以下「特例対象交付金」という。）を交付することが著しく困

難であり、かつ、一年以上の期間を定めて競輪の開催を停止するときは、第十条第

一項の規定にかかわらず、当該特例対象交付金の全部又は一部をその競輪の開催の

停止に必要な経費に充てることができる。

　　　前項の場合において、当該特例対象交付金をその競輪の開催の停止に必要な経費

に充てようとする競輪施行者は、経済産業省令で定めるところにより、次に掲げる

事項を記載した書類を添付して、あらかじめ、経済産業大臣に協議し、その同意を

得なければならない。

　　一　競輪の開催を停止する期間

　　二　競輪の開催の停止に必要な経費の総額

　　三　前号の経費の一部に充てようとする特例対象交付金の額

　　四　その他経済産業省令で定める事項

　　　前項の規定による協議は、当該競輪施行者の議会の議決を経て、特例期間の終了

後一年以内にしなければならない。

　　　経済産業大臣は、第二項の協議があつた場合において、同項第三号の額の特例対

象交付金をその競輪の開催の停止に必要な経費に充てることが適当であると認める

ときは、同項の同意をするものとする。

　　　第二項の規定による同意を得て競輪の開催を停止した競輪施行者が再び競輪を開



催しようとするときは、日本自転車振興会に対し、第一項の規定により競輪の開催

の停止に必要な経費に充てることとした特例対象交付金に相当する金額について、

第二項の規定による同意を得た日からその支払の日までの期間に応じ、年五分の割

合で計算した金額を加算して交付しなければならない。

　　　第十条の三第二項及び第三項の規定は、第二項の規定による同意について準用す

る。

　　第十二条の十六第一項中「左の」を「次の」に改め、同項第五号中「その他の機

械」を削り、「貸付」を「貸付け」に改め、同項第八号中「受入」を「受入れ」に改

め、同項第九号中「の外」を「のほか」に改める。

　　第十二条の十八第二項中「左の」を「次の」に改め、同項第四号中「その他の機

械」を削り、「貸付」を「貸付け」に改め、同項第六号中「の外」を「のほか」に改

める。

　　第十七条を削り、第十六条の三を第十七条とする。

　　第十八条中「左の」を「次の」に、「一に」を「いずれかに」に、「五十万円」を

「五百万円」に改める。

　　第十九条中「左の各号の一に」を「次の各号のいずれかに」に、「三十万円」を

「三百万円」に改め、同条第一号中「一に」を「いずれかに」に改める。

　　第二十条中「左の」を「次の」に、「一に」を「いずれかに」に、「十万円」を

「百万円」に改める。

　　第二十一条中「譲受」を「譲受け」に、「五万円」を「五十万円」に改める。

　　第二十一条の二中「十万円」を「百万円」に改める。

　　第二十二条中「左の」を「次の」に、「一に」を「いずれかに」に、「三万円」を

「三十万円」に改める。

　　第二十二条の二中「前六条」を「第十八条から前条まで」に、「罰する外」を「罰

するほか」に改める。

　　第二十三条中「賄
ヽ

ろ」を「賄
ろ

賂」に、「因つて」を「よつて」に改める。

　　第二十四条及び第二十五条中「賄
ヽ

ろ」を「賄
ろ

賂」に改める。

　　第二十六条第一項中「賄
ヽ

ろ」を「賄
ろ

賂」に、「申込」を「申込み」に、「三十万

円」を「三百万円」に改める。

　　第二十七条中「二十万円」を「二百万円」に改める。

　　第二十八条中「十万円」を「百万円」に改める。

　　第二十九条中「左の各号に」を「次の各号のいずれかに」に、「三万円」を「二十

万円」に改める。

　　第三十条中「一万円」を「十万円」に改める。

　　別表第一及び別表第二を次のように改める。

　別表第一（第十条関係）



売 上 金 の 額 日本自転車振興会に交付すべき金額
三億六千万円以上四億八千
万円未満

売上金の額の千分の十。ただし、売上金の額の千
分の九百六十が三億六千万円未満となるときは、
当該売上金の額と三億六千万円との差額の千分の
二百五十

四億八千万円以上六億円未
満

売上金の額の千分の十三。ただし、売上金の額の
千分の九百四十八が四億六千八十万円未満となる
ときは、当該売上金の額と四億六千八十万円との
差額の千分の二百五十

六億円以上十二億円未満 売上金の額の千分の十五。ただし、売上金の額の
千分の九百四十が五億六千八百八十万円未満とな
るときは、当該売上金の額と五億六千八百八十万
円との差額の千分の二百五十

十二億円以上 売上金の額の千分の十七。ただし、売上金の額の
千分の九百三十二が十一億二千八百万円未満とな
るときは、当該売上金の額と十一億二千八百万円
との差額の千分の二百五十

　別表第二（第十条関係）

売 上 金 の 額 日本自転車振興会に交付すべき金額
三億円以上四億円未満 当該売上金の額と三億円との差額の千分の二十四
四億円以上五億円未満 二百四十万円に、当該売上金の額と四億円との差

額の千分の十二を加算した金額
五億円以上十億円未満 三百六十万円に、当該売上金の額と五億円との差

額の千分の十四を加算した金額
十億円以上十五億円未満 千六十万円に、当該売上金の額と十億円との差額

の千分の十六を加算した金額
十五億円以上 千八百六十万円に、当該売上金の額と十五億円と

の差額の千分の十八を加算した金額

　（自転車競技法の一部改正）

第二条　自転車競技法の一部を次のように改正する。

　　第一条第一項中「指定市町村」を「「指定市町村」」に改め、同条第二項中「あた

り」を「当たり」に、「附する」を「付する」に改め、同条第三項中「競輪」を

「「競輪」」に改め、同条第五項中「競輪施行者」を「「競輪施行者」」に、「車

券」を「「車券」」に改め、同条第六項を次のように改める。

　　　競輪施行者は、経済産業省令で定めるところにより、次に掲げる事務を他の地方

公共団体、自転車競技会又は私人（第一号に掲げる事務にあつては、自転車競技会

に限る。）に委託することができる。この場合においては、同号に掲げる事務であ

つて経済産業省令で定めるものは、一括して委託しなければならない。

　　一　競輪に出場する選手及び競輪に使用する自転車の競走前の検査、競輪の審判そ

の他の競輪の競技に関する事務

　　二　車券の発売又は第九条の規定による払戻金若しくは第九条の三第五項の規定に

よる返還金の交付（以下「車券の発売等」という。）に関する事務



　　三　前二号に掲げるもののほか、競輪の実施に関する事務（経済産業省令で定める

ものを除く。）

　　第三条第二項中「聞かなければ」を「聴かなければ」に改め、同条第五項中「競輪

場」を「「競輪場」」に改め、同項ただし書中「但し」を「ただし」に改め、同条第

六項中「附する」を「付する」に改める。

　　第四条第一項中「車券の発売又は第九条の規定による払戻金若しくは第九条の三の

規定による返還金の交付（以下車券の発売等という。）」を「車券の発売等」に改め、

同条第三項中「場外車券売場」を「「場外車券売場」」に改め、同条第四項中「前条

第八項」を「同条第八項」に改める。

　　第十条第三項及び第四項を削る。

　　第十二条の十五第二項中「競輪に関する業務」を「「競輪に関する業務」」に、

「聞かなければ」を「聴かなければ」に改め、同条第三項中「聞いて」を「聴いて」

に改め、同条第四項中「聞かなければ」を「聴かなければ」に改め、同条第五項中

「の外」を「のほか」に改める。

　　第十三条の九第一項中「左の」を「次の」に、「第一条第六項前段」を「第一条第

六項第三号」に、「）を行なう」を「）を行う」に改め、同項第一号を次のように改

める。

　　一　競技関係事務（第一条第六項第一号に掲げる事務をいう。第十四条の二におい

て同じ。）を行うこと。

　　第十三条の九第一項第二号から第四号まで及び第二項中「行なう」を「行う」に改

める。

　　第十四条の二中「出場又は」を「出場、」に改め、「貸借」の下に「又は競技関係

事務の委託」を加える。

　　別表第三を削る。

　（小型自動車競走法の一部改正）

第三条　小型自動車競走法（昭和二十五年法律第二百八号）の一部を次のように改正す

る。

　　第六条の次に次の一条を加える。

　　（場外車券売場）

　第六条の二　勝車投票券の発売又は第十二条の規定による払戻金若しくは第十四条第

四項の規定による返還金の交付（以下「勝車投票券の発売等」という。）の用に供

する施設を小型自動車競走場外に設置しようとする者は、経済産業省令の定めると

ころにより、経済産業大臣の許可を受けなければならない。当該許可を受けて設置

された施設を移転しようとするときも、同様とする。

　２　経済産業大臣は、前項の許可の申請があつたときは、申請に係る施設の位置、構

造及び設備が経済産業省令で定める基準に適合する場合に限り、その許可をするこ



とができる。

　３　小型自動車競走場外における勝車投票券の発売等は、第一項の許可を受けて設置

され又は移転された施設（以下「場外車券売場」という。）でしなければならない。

　４　第五条第六項及び第七項の規定は第一項の許可に、同条第八項及び第九項の規定

は場外車券売場に準用する。

　　第十一条中「左の」を「次の」に、「一に」を「いずれかに」に改め、同条第三号

中「勝車投票券の発売又は第十二条の規定による払戻金若しくは第十四条の規定によ

る返還金の交付」を「勝車投票券の発売等」に改める。

　　第十六条中「左の各号に」を「次に」に改め、同条に次の一項を加える。

　２　前項の規定による交付金は、小型自動車競走の開催ごとに、その終了した日から

三十日を超えない範囲内において経済産業省令で定める期間内に交付しなければな

らない。

　　第十七条の二中「行なう」を「行う」に改め、同条を第十七条の七とし、第十七条

の次に次の五条を加える。

　　（交付金の特例）

　第十七条の二　小型自動車競走施行者は、次の各号のいずれにも該当することにより

第十六条第一項第一号又は第二号の規定による交付金（以下この条から第十七条の

四まで及び第十七条の六において単に「交付金」という。）の交付を第十六条第二

項に規定する期間内に行うことが著しく困難なときは、同項の規定にかかわらず、

当該交付金の交付の期限を延長することができる。

　　一　その小型自動車競走の事業の収支が著しく不均衡な状況にあり、又は著しく不

均衡な状況となることが確実であると見込まれること。

　　二　その小型自動車競走の事業の収支が著しく不均衡な状況が引き続き一年以上で

経済産業省令で定める期間継続することが見込まれること。

　２　前項の場合において、当該交付金の交付の期限を延長しようとする小型自動車競

走施行者は、経済産業省令で定めるところにより、次に掲げる事項を記載した書類

を添付して、あらかじめ、経済産業大臣に協議し、その同意を得なければならない。

　　一　その交付の期限の延長をしようとする措置を講ずる期間（以下「特例期間」と

いう。）

　　二　特例期間においてその交付の期限の延長をしようとする交付金の額の見込み

　　三　前号の交付金の延長後の交付の期限（以下「特例期限」という。）

　　四　その他経済産業省令で定める事項

　３　特例期間は、三年を超えることができないものとし、特例期限は、特例期間の終

了の日の翌日から起算して十年を超えることができないものとする。

　４　第二項の規定による協議をしようとする小型自動車競走施行者は、経済産業省令

で定めるところにより、その小型自動車競走の事業の収支の状況及びその改善に必



要な方策その他の経済産業省令で定める事項を定めた事業収支改善計画を作成し、

当該小型自動車競走施行者の議会の議決を経て、経済産業大臣に提出しなければな

らない。

　第十七条の三　経済産業大臣は、前条第二項の協議があつた場合において、次の各号

のいずれにも該当する場合に限り、同項の同意をするものとする。

　　一　その小型自動車競走の事業の収支が前条第一項各号のいずれにも該当すること。

　　二　事業収支改善計画の確実な履行を通じて、特例期間の終了後における小型自動

車競走の事業の収支の改善及びこれによる交付金の安定的な交付が見込まれるこ

と。

　２　経済産業大臣は、前条第二項の規定による同意をしようとするときは、あらかじ

め、産業構造審議会の意見を聴かなければならない。

　３　経済産業大臣は、前条第二項の規定による同意をしたときは、遅滞なく、日本小

型自動車振興会に通知するものとする。

　第十七条の四　小型自動車競走施行者は、第十七条の二の規定により交付金の交付の

期限を延長してもなお特例期限内に当該交付金を交付することが著しく困難なとき

は、特例期間内において、当該交付金の特例期限を更に延長することができる。こ

の場合においては、延長後の期限は、特例期限の翌日から起算して三年を超えない

範囲内で定めなければならない。

　２　第十七条の二第二項及び第四項並びに前条の規定は、前項の期限の延長について

準用する。

　第十七条の五　第十七条の二第二項（前条第二項において準用する場合を含む。）の

規定による同意を得た小型自動車競走施行者は、当該同意に係る事業収支改善計画

に従つて小型自動車競走の事業を実施しなければならない。

　第十七条の六　小型自動車競走施行者は、第十七条の二又は第十七条の四の規定によ

り交付金の交付の期限を延長した場合において、なお特例期限（同条の規定により

特例期限を延長した場合にあつては、その延長後のもの。以下同じ。）内に当該期

限の延長の対象となつている交付金（以下「特例対象交付金」という。）を交付す

ることが著しく困難であり、かつ、一年以上の期間を定めて小型自動車競走の開催

を停止するときは、第十六条第一項の規定にかかわらず、当該特例対象交付金の全

部又は一部をその小型自動車競走の開催の停止に必要な経費に充てることができる。

　２　前項の場合において、当該特例対象交付金をその小型自動車競走の開催の停止に

必要な経費に充てようとする小型自動車競走施行者は、経済産業省令で定めるとこ

ろにより、次に掲げる事項を記載した書類を添付して、あらかじめ、経済産業大臣

に協議し、その同意を得なければならない。

　　一　小型自動車競走の開催を停止する期間

　　二　小型自動車競走の開催の停止に必要な経費の総額



　　三　前号の経費の一部に充てようとする特例対象交付金の額

　　四　その他経済産業省令で定める事項

　３　前項の規定による協議は、当該小型自動車競走施行者の議会の議決を経て、特例

期間の終了後一年以内にしなければならない。

　４　経済産業大臣は、第二項の協議があつた場合において、同項第三号の額の特例対

象交付金をその小型自動車競走の開催の停止に必要な経費に充てることが適当であ

ると認めるときは、同項の同意をするものとする。

　５　第二項の規定による同意を得て小型自動車競走の開催を停止した小型自動車競走

施行者が再び小型自動車競走を開催しようとするときは、日本小型自動車振興会に

対し、第一項の規定により小型自動車競走の開催の停止に必要な経費に充てること

とした特例対象交付金に相当する金額について、第二項の規定による同意を得た日

からその支払の日までの期間に応じ、年五分の割合で計算した金額を加算して交付

しなければならない。

　６　第十七条の三第二項及び第三項の規定は、第二項の規定による同意について準用

する。

　　第十九条の十六第一項中「左の業務を行なう」を「次の業務を行う」に改め、同項

第一号及び第三号中「行なう」を「行う」に改め、同項第五号を削り、同項第六号を

同項第五号とし、同項第七号を同項第六号とし、同項第八号中「第十六条」を「第十

六条第一項」に、「行なう」を「行う」に改め、同号を同項第七号とし、同項第九号

を同項第八号とし、同条第二項中「前項第九号」を「前項第八号」に、「行なおう」

を「行おう」に改める。

　　第十九条の十七中「第十六条第一号又は」を「第十六条第一項第一号又は」に、

「左の各号に」を「次に」に改め、同条第一号中「第十六条第一号」を「第十六条第

一項第一号」に改め、「及び第六号」を削り、同条第二号中「第十六条第二号」を

「第十六条第一項第二号」に、「前条第一項第七号」を「前条第一項第六号」に改め

る。

　　第十九条の十八第二項中「左の」を「次の」に改め、同項第四号を削り、同項第五

号を同項第四号とし、同項第六号を同項第五号とする。

　　第二十条の九第一項中「左の」を「次の」に、「）を行なう」を「）を行う」に改

め、同項第一号中「行なう」を「行う」に改め、同項第二号を次のように改める。

　　二　勝車投票券の発売等を行うこと。

　　第二十条の九第一項第三号及び第四号並びに第二項中「行なう」を「行う」に改め

る。

　　第二十一条第一項中「秩序」の下に「（場外車券売場を設置している場合にあつて

は、場外車券売場における秩序を含む。以下同じ。）」を加え、同条に次の一項を加

える。



　３　場外車券売場の設置者は、その場外車券売場の位置、構造及び設備を、第六条の

二第二項の経済産業省令で定める基準に適合するように維持しなければならない。

　　第二十一条の二中「又は小型自動車競走場」の下に「若しくは場外車券売場」を加

え、「小型自動車競走場を」を「小型自動車競走場又は場外車券売場を」に改める。

　　第二十一条の三第一項中「基く」を「基づく」に改め、同条第二項中「小型自動車

競走場」の下に「若しくは場外車券売場」を加え、「基く」を「基づく」に改める。

　　第二十一条の四の見出し中「小型自動車競走場」の下に「又は場外車券売場」を加

え、「取消」を「取消し」に改め、同条中「小型自動車競走場」の下に「又は場外車

券売場」を、「第五条第一項」の下に「又は第六条の二第一項」を加える。

　　第二十二条第一項中「小型自動車競走場」の下に「若しくは場外車券売場」を加え

る。

　　第二十四条中「左の」を「次の」に、「一に」を「いずれかに」に、「五十万円」

を「五百万円」に改める。

　　第二十五条中「左の各号の一に」を「次の各号のいずれかに」に、「三十万円」を

「三百万円」に改め、同条第一号中「一に」を「いずれかに」に改める。

　　第二十六条中「左の」を「次の」に、「一に」を「いずれかに」に、「十万円」を

「百万円」に改める。

　　第二十七条中「譲受」を「譲受け」に、「五万円」を「五十万円」に改める。

　　第二十七条の二中「十万円」を「百万円」に改める。

　　第二十七条の三中「左の」を「次の」に、「一に」を「いずれかに」に、「三万

円」を「三十万円」に改める。

　　第二十七条の四中「前六条」を「第二十四条から前条まで」に、「罰する外」を

「罰するほか」に改める。

　　第二十八条中「賄
ヽ

ろ」を「賄
ろ

賂」に、「因つて」を「よつて」に改める。

　　第二十九条及び第三十条中「賄
ヽ

ろ」を「賄
ろ

賂」に改める。

　　第三十一条第一項中「賄
ヽ

ろ」を「賄
ろ

賂」に、「申込」を「申込み」に、「三十万

円」を「三百万円」に改める。

　　第三十二条中「二十万円」を「二百万円」に改める。

　　第三十三条中「十万円」を「百万円」に改める。

　　第三十四条中「左の各号に」を「次の各号のいずれかに」に、「三万円」を「二十

万円」に改め、同条第三号中「行なつた」を「行つた」に改める。

　　第三十五条中「一万円」を「十万円」に改める。

　　別表第一及び別表第二を次のように改める。

　別表第一（第十六条関係）

売 上 金 の 額 日本小型自動車振興会に交付すべき金額
三億六千万円以上四億八千 売上金の額の千分の十。ただし、売上金の額の千



万円未満 分の九百六十が三億六千万円未満となるときは、
当該売上金の額と三億六千万円との差額の千分の
二百五十

四億八千万円以上六億円未
満

売上金の額の千分の十三。ただし、売上金の額の
千分の九百四十八が四億六千八十万円未満となる
ときは、当該売上金の額と四億六千八十万円との
差額の千分の二百五十

六億円以上十二億円未満 売上金の額の千分の十五。ただし、売上金の額の
千分の九百四十が五億六千八百八十万円未満とな
るときは、当該売上金の額と五億六千八百八十万
円との差額の千分の二百五十

十二億円以上 売上金の額の千分の十七。ただし、売上金の額の
千分の九百三十二が十一億二千八百万円未満とな
るときは、当該売上金の額と十一億二千八百万円
との差額の千分の二百五十

　別表第二（第十六条関係）

売 上 金 の 額 日本小型自動車振興会に交付すべき金額
三億円以上四億円未満 当該売上金の額と三億円との差額の千分の二十四
四億円以上五億円未満 二百四十万円に、当該売上金の額と四億円との差

額の千分の十二を加算した金額
五億円以上十億円未満 三百六十万円に、当該売上金の額と五億円との差

額の千分の十四を加算した金額
十億円以上十五億円未満 千六十万円に、当該売上金の額と十億円との差額

の千分の十六を加算した金額
十五億円以上 千八百六十万円に、当該売上金の額と十五億円と

の差額の千分の十八を加算した金額

　（小型自動車競走法の一部改正）

第四条　小型自動車競走法の一部を次のように改正する。

　　第三条第一項中「小型自動車競走施行者」を「「小型自動車競走施行者」」に改め

る。

　　第四条を次のように改める。

　　（小型自動車競走の実施事務の委託）

　第四条　小型自動車競走施行者は、経済産業省令で定めるところにより、次に掲げる

事務を他の地方公共団体、小型自動車競走会又は私人（第一号に掲げる事務にあつ

ては、小型自動車競走会に限る。）に委託することができる。この場合においては、

同号に掲げる事務であつて経済産業省令で定めるものは、一括して委託しなければ

ならない。

　　一　小型自動車競走に出場する選手及び小型自動車競走に使用する小型自動車の競

走前の検査、小型自動車競走の審判その他の小型自動車競走の競技に関する事務

　　二　勝車投票券の発売又は第十二条の規定による払戻金若しくは第十四条第四項の

規定による返還金の交付（以下「勝車投票券の発売等」という。）に関する事務



　　三　前二号に掲げるもののほか、小型自動車競走の実施に関する事務（経済産業省

令で定めるものを除く。）

　　第六条の二第一項中「勝車投票券の発売又は第十二条の規定による払戻金若しくは

第十四条第四項の規定による返還金の交付（以下「勝車投票券の発売等」とい

う。）」を「勝車投票券の発売等」に改める。

　　第十七条を削る。

　　第十七条の二第一項中「第十六条第一項第一号」を「前条第一項第一号」に、「第

十七条の四」を「第十七条の三」に、「第十七条の六」を「第十七条の五」に、「第

十六条第二項」を「前条第二項」に改め、同条を第十七条とする。

　　第十七条の三を第十七条の二とする。

　　第十七条の四第一項中「第十七条の二」を「第十七条」に改め、同条第二項中「第

十七条の二第二項」を「第十七条第二項」に改め、同条を第十七条の三とする。

　　第十七条の五中「第十七条の二第二項」を「第十七条第二項」に改め、同条を第十

七条の四とする。

　　第十七条の六第一項中「第十七条の二」を「第十七条」に、「第十七条の四」を

「第十七条の三」に改め、同条第六項中「第十七条の三第二項」を「第十七条の二第

二項」に改め、同条を第十七条の五とする。

　　第十七条の七を第十七条の六とする。

　　第十九条の十五第二項中「小型自動車競走に関する業務」を「「小型自動車競走に

関する業務」」に、「きかなければ」を「聴かなければ」に改め、同条第三項中「行

なう」を「行う」に、「きいて」を「聴いて」に改め、同条第四項中「きかなけれ

ば」を「聴かなければ」に改める。

　　第二十条の九第一項中「第四条前段」を「第四条第三号」に改め、同項第一号を次

のように改める。

　　一　競技関係事務（第四条第一号に掲げる事務をいう。第二十一条の二において同

じ。）を行うこと。

　　第二十一条の二中「出場又は」を「出場、」に改め、「貸借」の下に「又は競技関

係事務の委託」を加える。

　　別表第三を削る。

　　　附　則

　（施行期日）

第一条　この法律は、公布の日から起算して一年を超えない範囲内において政令で定め

る日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行

する。

　一　第一条中自転車競技法別表第一及び別表第二の改正規定、第三条中小型自動車競

走法別表第一及び別表第二の改正規定並びに次条及び附則第七条の規定　平成十四



年四月一日又はこの法律の公布の日のいずれか遅い日

　二　第二条及び第四条の規定並びに附則第五条の規定　公布の日から起算して一年六

月を超えない範囲内において政令で定める日

　（競輪又は小型自動車競走に係る交付金の金額に関する経過措置）

第二条　前条第一号に掲げる規定の施行の日前に開催された競輪又は小型自動車競走及

び一回の開催が同日の前後にまたがっている競輪又は小型自動車競走に係る交付金の

金額については、なお従前の例による。

　（日本自転車振興会が行う資金の貸付けに係る経過措置）

第三条　この法律の施行前に第一条の規定による改正前の自転車競技法第十二条の十六

第一項第五号の規定により日本自転車振興会が締結した貸付契約に係る貸付金につい

ては、なお従前の例による。

　（小型自動車競走法に基づく場外車券売場の設置の許可に関する経過措置）

第四条　この法律の施行前に第三条の規定による改正前の小型自動車競走法第二十三条

の規定に基づく小型自動車競走法施行規則（昭和二十五年通商産業省令第四十六号）

第五条第一項の承認を受けて設置された場外車券売場でこの法律の施行の際現に存す

るものは、第三条の規定による改正後の小型自動車競走法第六条の二第一項の許可を

受けて設置された場外車券売場とみなす。

　（競輪又は小型自動車競走の実施事務の委託に関する経過措置）

第五条　附則第一条第二号に掲げる規定の施行の日前に開催された競輪又は小型自動車

競走及び一回の開催が同日の前後にまたがっている競輪又は小型自動車競走の実施に

関する事務の委託並びに当該委託に係る交付金の交付については、なお従前の例によ

る。

　（罰則に関する経過措置）

第六条　この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例に

よる。

　（政令への委任）

第七条　附則第二条から前条までに定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経

過措置は、政令で定める。


